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 会社法第３１４条および会社法施行規則７１条に定められている当社の株主としての権

利に基づき、下記の＜質問事項＞につき質問いたします。法の精神に鑑みて、取締役の説

明義務を尽くされて、誠意をもって回答されるよう望みます。 

 

 なお、回答にあたっては、どのような質問に対する回答であるのか、株主総会出席の一

般株主にも理解しうるような形で回答がなされるよう求めます。 

 

 また、取締役の説明が質問者の納得の得られない様な回答の場合には、再質問の機会が

与えられる様な議事運営を望みます。 

 

 くれぐれも株主の権利が侵害されることのないように、自由な発言が許される総会とな

るように、公益事業の株主総会としてふさわしい対処がなされることを求めます。 

 

なお、この事前質問書は当社にリンクするすべての人々へのメッセージでもあります。

殊に、当社社員の全てに開示される事を望みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜質問事項＞ 

 
１.「平成 26 年度供給計画届出の概要」において、「東北地域の人口の見通し」を勘案しなが

らの販売電力量推定が、年平均の伸び率 1.0％で、「平成 35 年度には現状より 10.6％増加

する」という予測がなされていますが、この実に楽観的な予測の根拠は何でしょうか。 

２. 平成 20 年に予測した 25 年度の最大電力は 1,456 億 kW でしたが、震災後の 24 年に 1,341

億 kW に 100 億 kW も下方修正したにもかかわらず、実績はさらに 100 億 kW 少ない 1,253

億 kW でした。これまでの予測が常に過剰であったという反省から、予測値の算出方法を改

善する必要があるのではないでしょうか。（参考に東電の資料を添付しますが、同様の資料

を東北電力でも作成することを期待しています） 

３．上記に関しては、１）国交省が 2011 年前に公表した「国土の長期展望」では、東北圏の人

口は平成 35 年までに約 1 割減ると予測されている、２）現在よりも建物や機器の省エネ化

が進み、１人当たりのエネルギー消費量は格段に削減されている、３）固定価格買い取り

制度開始後に、東北圏で認定された再生エネ発電設備は 321 万 kW とあり、制度以前の導入

量と合計した年間発電量を算出すると、現需要のおよそ２割にまで達している、４）コジ

ェネを主とした自家発の導入が進んでいる、５）電力自由化により新規参入する新電力会

社（東電の進出も含む）により需要が分散する、という要因を加味すれば、「平成 35 年度

には販売電力量が 3 割減少する」と推定するのが妥当と思われますがいかがでしょうか。 

４．電気自動車とオール電化の普及に過大な期待をしているように見受けられますが、あと 10

年で、東北圏における電気自動車普及率とオール電化普及率をどの程度見込んだ結果の推

定なのか、具体的な数字とその根拠を示して頂きたい。（ちなみに、震災前のオール電化

住宅の年間着工数 2.5万戸を 10年間維持したとして 25万戸、電力使用量が戸当り 8000kWh

増えるとして 20 億 kWh。また、東北圏の全自動車の２割が電気自動車に切り替わったとし

て 16 億 kWh。これらの合計 36 億 kWh は現需要の５％程度なので、平成 35年度の販売電力 

  量の押し上げ効果は限定的） 

 



５．また、同じく「平成 26 年度供給計画届出の概要」において、増設される電源として、新仙

台火力 98 万 kW や石炭火力 120 万 kW など、原発を除いても 230 万 kW ほど計画されている

のに対して、廃止計画は 36.19 万 kW のみです。老朽化した石油火力の廃止計画はどのよう

になっていますか。 

６．「東通原子力発電所における基準地震動Ｓｓおよび津波高の見直しについて」の中で、「東

通原子力発電所敷地内断層の活動性について、当社は、平成２４年７月から実施した追加

地質調査の結果から、あらためて『活断層ではない』と評価しており、今回の基準地震動

Ｓｓの策定にあたっては、活動性はないものとして評価しております」とありますが、専

門家の中でも評価が分かれているうえに、規制委員会が「活断層の疑いがある」と認識し

ているにもかかわらず、「活断層ではない」と判断し、「600 ガルを超える地震の起こる

確率がゼロに近い」とする根拠は何でしょうか。 

7. 上記のような、近年のわずかなデータを元に、地球の複雑な地震メカニズムを分かったつ

もりになって「自然現象は全て予測可能である」とする「工学万能の奢った発想」が、乱

暴で危険であり、安全神話の復活に繋がると福井地裁も指摘していますが、御社は相変わ

らず「地球の複雑な地震メカニズムを分かったつもりになってギリギリの安全対策で済ま

そうとしている」のでしょうか。（なお、ギネス認定の最大加速度の世界記録は、2008 年

の岩手・宮城内陸地震の 4022 ガルですが、この記録が生まれる前の世界記録もやはり日本

で、2004 年の中越地震の 2516 ガルでした。しかも、2011 年の東日本大震災では 2933 ガル

を記録していますので、恐らく世界記録の 1 位から 3 位までが全て日本でしょう。しかも

これらが全て 2004 年以降に起きていることから、地球が地震活動期に入ったということと、

３～４年周期で 2000 ガルを超す大地震が日本を襲っていることに注意が必要です。） 

８．当社は 6 月 10 日東通原子力発電所の安全審査を原子力規制委員会に申請しました。津波の

高さの想定を 11.7 メートルにして対策を立てていますが、これで十分なのかその根拠を示

して下さい。 

９．東通原発については規制委員会が安全対策の前提となる活断層の有無を問題にしており、

今までの設備投資が全て水泡に帰す可能性があります。活断層の有無について規制委の判

断を待つのが得策ではありませんか。 

１０.2014 年 4 月 30 日の社長記者会見で、「緊急的な措置として、安定供給に支障のない範囲

で修繕費や一般経費の支出を極力抑制したり繰り延べしてきたことによって（黒字回復を）

達成できたものであり、当社の収益基盤は未だ安定していない状況」とありますが、390

億円の黒字となった 25 年度よりも電気料金収入が 800 億円増える 26 年度以降において、

いくら修繕費が増えても 800 億円以上増えることは考えられませんので、黒字を見通せな

いとする根拠は何でしょう。 

１１．また、同じく社長記者会見で、「原子力発電所の再稼働を巡る状況から、先月お示しし

た供給計画において、供給力を未定としているとおり、供給力の見通しが不透明」とあり

ますが、自社原発の再稼働の予定は無いので、見通しが不透明なのは東電や日本原電所有

の原発に限定されます。その程度の僅かな供給力の差異であれば、まずは全原発停止状態

のままにて計算した見通しを示すべきであり、そうすることによって、社会あるいは株主

に対し、原発の再稼働に左右されない安定した経営状況にあることを強くアピールできる

のではないでしょうか。（あるいは、原発の再稼働に左右されない安定した経営状況にあ

ることを明らかにしたくなかったのでしょうか） 

１２．本年 6 月 11 日に改正電気事業法が成立し、2016 年から家庭向けの電力小売りが自由化

されます。サービスや価格競争が今後激化すると予想されますが、当社の対応についてお

聞かせ下さい。 

１３．事業報告に、本年４月策定された国のエネルギー基本計画において、再生可能エネルギ

ーは「重要な低炭素の国産エネルギー源」として、これまでの基本計画をさらに上回る水

準の導入を目指すとの方向性がしめされましたとの記載がありますが、当社はこれまでの

計画をどの様に見直すことにしますか。 

１４．[原子力発電所の安全性向上に向けた取り組み]に「当社は、福島第一原子力発電所の事

故から得られた教訓（中略）を活かしながら、原子力発電所の安全性向上に向けて、緊急



的な対策を進めてまいりました」とありますが、高放射線量のために現在でも福島第一原

発の内部の状況が確認出来ていない段階で、事故の実態・原因が十分把握できたと考えて

いますか。 

１５．昨年７月に施行された新規制基準を踏まえて進められている設備面での安全対策にかか

る費用は総額いくらになりますか。その主なものについて金額を明示して下さい。 

１６．「女川原子力発電所につきましては、これまでに発生した地震を考慮し、発電所敷地周辺

で想定される最大の揺れの強さ（基準地震動 Ss）を従来の 580 ガルから 1,000 ガルに見

直すことといたしました。」とありますが、1,000ガル以上の地震に女川原発が襲われない

とする根拠は何ですか。 

１７、最強地震 250ガルで設計・建設された原発を施設全体を免震構造にしないで耐えられる

とする根拠は何ですか。部分的な補強の積み重ねでひずみが出て構造強度のバランスが崩

れるということはありませんか。 

１８．設計時に想定した加速度を超える 567.5 ガルの揺れで諸設備が揺すられた女川原発の各

種機器・建屋・配管等の発生応力・ひずみ・ひび割れ等の評価・調査はどこまで進んでい

ますか。その結果はどうなっていますか。配管全長の何パーセントの超音波検査が出来ま

したか。 

１９．女川・東通両原発で「フィルター付格納容器ベント設備」の設置が進められていますが、

この設備が使用される事態になった時に、周辺住民はどの位の被ばくを受けると評価して

いますか。 

２０．4 月 30 日に発表された 2014 年 3 月期連結決算で、電力 6 社が経常損益が赤字になって

いるのに対して、当社は 390 億円の黒字になっています。その理由は「昨年 9 月 1 日から、

ご家庭用など規制部門のお客さまの電気料金につきましては平均 8.94％、また自由化部門

のお客さまにつきましても、平均 15.24％の値上げを実施させていただきました。」ことが

大きく影響しています。電気料金値上げは消費者に大きな負担を強いることになりますが、

この値上げに当たって当社が行った試算に問題があるとは考えませんか。 

２１．福島原発事故で福島県内での当社の事業に損害が発生した事に対する賠償請求を、原子

力損害賠償紛争審査会の指針に基づき東京電力に行う検討はどこまで進みましたか。 

２２．電気事業において販売電力量が前年度より当年度減少している理由として「前年度に比

べ夏の気温が低く、冬の気温が高めに推移したことによる冷暖房需要の減少など」が上げ

られていますが、減少の要因分析はこれで間違いありませんか。 

２３．現在建設中の高効率コンバインドサイクル発電設備の新仙台火力発電所第 3 号系列はど

の位の発電効率になる予定ですか。 

２４．「今後 5 年間、企業グループをあげたコスト構造改革とお客さまのエネルギー利用効率向

上に向けた電化提案など新たな価値の提供による収益拡大を（中略）展開してまいります」

とありますが、「お客さまのエネルギー利用効率向上に向けた電化提案」とは何ですか。 

２５．原発を持つ電力各社が、2006 年以降原発再稼働を推進する日本経済再生本部・甘利内閣

府特命担当大臣のパーティ券を水面下で購入しているとの報道がありました。政治資金規

正法の報告義務がない 20 万円以下に抑えているようですが、当社は今後も甘利氏のパーテ

ィ券購入を継続するつもりですか。 

２６．当期の自家発電からの購入電力量はいくらでしたか。その購入電力料はいくらでしたか。 

２７．現在最大出力 1,000 キロワットの原町太陽光発電所を建設中ですが、これが完成すると

当社の太陽光発電設備は総計何キロワットの最大出力になりますか。今後の計画について

も明らかにして下さい。 

２８．昨年度の夏場と冬場で需給の最も厳しかった時期で、供給力と需要はどのような数値で

したか。供給予備力はどの位ありましたか。  

２９．原発を再稼働するよりは、廃炉にした方が当社経営にとって有利であるという分析があ

ります。昨年度の株主総会の事前質問書に対して、「原子力発電所を廃炉とする考えはなく、

廃炉による影響額なども算定しておりません」と答えていますが、会社経営の将来を見据

える上でも種々の試算は大切なことです。所有する原発を再稼働させず廃炉にした場合の

効果についても、是非試算すべきではありませんか。 



３０．当年度の一株当たり当期純利益は 68.78 円となっていますが、期末配当を 1 株につき 5

円とした算定根拠をお示し下さい。 

３１．原子力発電施設解体費として当期２１億９４００万円計上されていますが、発電実績も

ないのにこの額が計上されている根拠は何ですか。これまで積み立てられた廃炉処置費用

の総額はいくらになっていますか。当社の廃炉会計は今後どうなりますか。 

３２．日本原子力発電との需給契約はどうなっていますか。当年度支払った基本料金はいくら

ですか。 

３３．当社の株主数が前期２２万６，０７１名から当期２１万２，６８７名へと、１万３，３

８４名減少しています。当社経営の将来を株主たちが見限っているのが理由ではありませ

んか。 

３４．地帯間購入電力料１３１５億７８００万円、他社購入電力料２７１８億６０００万円、

地帯間販売電力料２２２６億８４００万円、他社販売電力料２１９億７７００万円となっ

ていますが、それぞれの電力量はいくらですか。  

３５．他社販売電力料が前期５６億７０００万円から当期２１９億７７００万円へと大幅に増

加している理由は何ですか。 

３６．電気事業法の改正で 2018 年から 2020 年をめどに発送電の分離を実施する計画が進んで

います。これに対して当社は「大規模災害の発生時における発電と送配電間の協調体制の

確立や、中長期的な供給力確保の具体化といった面で、引き続き慎重かつ十分な検討が必

要であると考えております」と述べていますが、どの様な問題を解決すべきだと考えてい

ますか。その課題を具体的に説明して下さい。 

３７．取締役の報酬等の額に、使用人兼務取締役の使用人分給与１４００万円があるとの注記

がありますが、誰誰に支払われた給与ですか。 

３８．前年度に続いて当年度も、「取締役賞与につきましては、支給しないことといたしました」

と注記されていますが、今後もこの姿勢を貫きますか。 

３９．電気事業固定資産の水力発電設備が前期１４６３億８０００万円から当期１５８５億３

１００万円へと１２１億５１００万円増額している内訳は何ですか。 

４０．核燃料の装荷核燃料３４７億２９００万円は、ウラン燃料何トンの価額ですか。これは

炉心に装荷されている核燃料ですか。それとも燃料プールに保管されている核燃料ですか。 

４１．加工中等核燃料が前期１１２６億８２００万円から当期１１８８億１７００万円へと６

１億３５００万円増額している理由は何ですか。 

４２．使用済燃料再処理等積立金が前期９２３億３４００万円から当期８５１億３２００万円

へと７２億２００万円前期に続いて減額している理由は何ですか。当期の積立額はいくら

ですか。前期の説明で「外部積立金からの取り戻し額」との表現がありましたが、この外

部積立金とは何ですか。 

４３．原発の運転停止が続いているにもかかわらず、電気事業営業費用に使用済燃料再処理等

費４２億１０００万円、使用済燃料再処理等準備費５億４１００万円が計上されている理

由は何ですか。発電実績に応じて計上するものではないのですか。 

４４．使用済燃料再処理等引当金の目的使用１１３億３７００万円の内訳について説明して下

さい。どこに対する支払いですか。日本原燃に対する支払額はいくらですか。再処理料金

はいくらですか。返還ガラス固化体貯蔵料金はいくらですか。それは当社の何体分の貯蔵

料金ですか。 

４５．当社の原発が稼働しておらず、使用済燃料が発生していないのに、使用済燃料再処理等

引当金の期中増加額４０億８７００万円と使用済燃料再処理等準備引当金の期中増加額５

億４１００万円が計上されている内訳は何ですか。 

４６．使用済燃料再処理等積立金８５１億３２００万円と使用済燃料再処理等引当金の期末残

高８９０億３２００万円の差額と、使用済燃料再処理等引当金の期中増加額４０億８７０

０万円と使用済燃料再処理等費４２億１０００万円の差額の内容について説明して下さい。 

４７．当期末現在での日本原燃(株)への出資額、再処理契約量、再処理前払い金は、それぞれ

いくらになっていますか。 

４８．当社の保有する核分裂性プルトニウム量は、当期末にはいくらになっていますか。ｋｇ



単位で明らかにして下さい。どの再処理工場にいくらずつありますか。 

４９．長期前払費用が前期１９７億９９００万円から当期８６億１００万円へと１１１億９８

００万円減額している内容は何ですか。高レベル放射性廃棄物の貯蔵・輸送に係る費用の

計上額を示して下さい。 

５０．資産除去債務１０６２億５５００万円の主な内容について説明して下さい。そのうち原

子力発電施設解体費に当てる費用についても明示して下さい。 

５１．当期固定負債にリース債務２億２７００万円が計上されていますが、内容は何ですか。 

５２．電気事業営業費用の原子力発電費が前期９２１億８３００万円から当期９４６億５２０

０万円と２４億６９００万円増額していますが、主な理由は何ですか。 

５３．再エネ特措法交付金は電力会社の再生可能エネルギーの買い取り費用に対応する費用負

担調整機関からの交付金ですが、前期１４０億６００万円から当期３４８億６０００万円

へと大幅に増額になっている理由は何ですか。 

５４．電気事業営業費用の再エネ特措法納付金はどの様な算定基準で計上される費用ですか。

前期８６億４３００万円から当期２２７億７５００万円に大幅に増額されている理由は何

ですか。 

５５．株主提案の第３号議案に対する取締役会の意見で、「高レベル放射性廃棄物についても、

国が前面に立って最終処分に向けた取り組みを進めることとしております」と述べられて

います。1966 年に日本で原子力発電が始まってから 48 年が経過しますが、この問題は一

向に解決の芽さえ見えない状態です。何時ごろ解決の時期がはっきりしますか。解決の目

途が立たないまま原発を再稼働させて使用済核燃料を増やすことは、将来世代に対する犯

罪ではありませんか。倫理的に許されないのではありませんか。 

５６．原子力発電費の廃棄物処理費１８億３２００万円、特定放射性廃棄物処分費７億９４０

０万円は、どの様な内容の出費ですか。ガラス固化体 1 体当たりの処分単価はいくらです

か。特定放射性廃棄物処分費の拠出累計額はいくらですか。 

５７．原子力損害賠償支援機構負担金として前前期初めて５３億５４００万円が計上され、前

期６２億４６００万円に増額、当期は１０７億９００万円と更に増額されていますが、そ

の理由は何ですか。そもそもこの負担金は何に使われる費用ですか。 

５８．昨年の原発事故時の損害賠償額に関する事前質問への回答で、「万一の事故に対しては、

原子力損害賠償支援機構における事業者の相互扶助の考え方に基づき、損害賠償の迅速・

適切な実施等に対応できる仕組みが構築されております」との説明がありましたが、この

仕組みで賠償出来る損害賠償額の上限はいくらですか。 

５９．原賠法の見直しについての国の議論は、昨年以降どの様に進んでいますか。 

６０．当社の２０１３年度の寄付金の額とその内訳を明示して下さい。 

６１．原子力発電費の修繕費９６億４００万円、委託費１２６億６２００万円の明細について

明らかにして下さい。 

６２．普及開発関係費（広告宣伝費）３６億７８００万円の内訳について説明して下さい。 

６３．災害復旧費用引当金（長期）６８億８４００万円、同（短期）２２億８０００万円の内

訳について明らかにして下さい。引当金（短期）の目的使用４７７億１９００万円の内訳

について説明して下さい。 

６４．当年度の販売電力量７７４億５０００万ｋＷｈの内訳は、一般水力、地熱、火力、原子

力別で、それぞれいくらですか。 

６５．当年度、他社の風力発電所からの受電は何社から、いくらの電力量になっていますか。

その購入電力料はいくらですか。 

６６．当年度、外部の太陽光発電から買い取った電力量はいくらでしたか。その費用はいくら

になっていますか。 

６７．卸電力からの調達の現状はどうなっていますか。当年度の受電電力量、購入電力料は、

いくらですか。 

６８．一般水力、地熱、火力、原子力別の設備利用率は、それぞれいくらですか。 

６９．当年度の最大ピーク時電力はいつ、いくらでしたか。それは当社の発電設備能力の何パ

ーセントですか。また、年間設備利用率はいくらでしたか。 



７０．当社の揚水式発電所の数とその施設能力はどうなっていますか。当年度の当社の揚水式

発電所の発電電力量とその揚水用動力量は、それぞれいくらになっていますか。 

７１．宮城県庁、宮城県警からの天下りの社員は、現在何名在籍していますか。  

７２．宮城県・女川町・石巻市への今年５月分の女川原発の点検状況報告によれば、東日本大

震災による主要設備への被害６１件のうち５９件の対応が完了したとありますが、残り２

件の被害の内容について説明して下さい。それへの対応完了はいつ頃の予定ですか。 

７３．事業外固定資産が前期９０億９０００万円から当期６５億４２００万円に減少していま

すが、理由は何ですか。巻原発、浪江・小高原発の予定地として取得した土地はいくらの

簿価で計上されていますか。その他の主なものについて明らかにして下さい。 

７４．女川原発１号機の第２０回定期検査（2011 年 9 月 10 日開始）の当期末時点での従事者

被曝の総線量、平均線量、最大線量および１日当たりの最大線量、従事者数を、計画値・

実績値別にそれぞれ明らかにして下さい。2013 年度の実績についても明らかにして下さい。 

７５．女川原発２号機の第１１回定期検査（2010 年 11 月 6 日開始）の当期末時点での上記従

事者被曝線量をそれぞれ明らかにして下さい。2013 年度の実績についても明らかにして下

さい。 

７６．女川原発３号機の第７回定期検査（2011 年 9 月 10 日開始）の当期末時点での上記従事

者被曝線量をそれぞれ明らかにして下さい。2013 年度の実績についても明らかにして下さ

い。 

７７．東通原発１号機の第４回定期検査（2011 年 2 月 6 日開始）の当期末時点での上記従事者

被曝線量をそれぞれ明らかにして下さい。2013 年度の実績についても明らかにして下さい。 

７８．前記女川原発１～３号機および東通原発１号機の定検での ①放射線業務従事者の線量

分布 ②計画線量または実績線量が１日当たり１.００ｍＳｖを超えた作業の線量実績 

③高線量作業者と作業内容 ④その作業場所の雰囲気および表面線量率について、それぞ

れ明らかにして下さい。 

７９．当年度の女川原子力発電所および東通原子力発電所での従事者被曝で、「年間２０ｍＳｖ」

「年間５ｍＳｖ」を超える被曝をした人は何人いましたか。女川原発と東通原発の運転開

始以来の従事者被曝の集団被曝総線量は、それぞれいくらになっていますか。 

８０．昨年度以降、電磁界問題の調査・研究はどこまで進んでいますか。どのような情報提供・

理解活動を行って来ましたか。 

８１．当社が建設する計画を持っている名取市愛島塩手十石上地区の大規模変電所（９０万 V

一次変電所）は電磁波公害の危険が周辺住民によって指摘されていますが、昨年から現在

までどの様な対処を行いましたか。どこまで話しは進んでいますか。 

８２．電気事業の小売分野における全面自由化になった場合、原子力発電所の運転再開は使用

済核燃料廃棄物の処理費用でお手上げになるのは必見です。自由化に生き残りが出来ない

のではありませんか。 

８３．核分裂性物質の核分裂のエネルギーを発電に利用する場合、有害な放射能を完全に発電

所の外に出さない方法があるのでしたら説明して下さい。 

８４．原子力発電所を稼働するならば、当社は周囲３０km 以内に居住する者に核シェルターを

提供すべきと思いますが、社長の見解をお聞かせ下さい。 

８５．上記８２、８３、８４、以外にも多数の理由から、電力会社や政府は日本人を滅ぼす方

向に向かおうとしているように思います。人びとの野心に呼応することなく率先して原子

力発電分野から手を引くべきだと思いますが、この点に関する社長の見解もお聞かせ下さ

い。 

 

以上 

 

 

 

 

 


